
 （単位：百万円）

 流   動   資   産 59,295  流   動   負   債 49,485

2,077 1,296

1,141 23,752

20,605 1,900

1,184 686

948 296

25,243 155

6,983 16,650

1,316 3,982

△ 205 89

655

18

 固   定   資   産　  8,002

     有 形 固 定 資 産 3,287  固   定   負   債 9,803

930 128

654 9,385

47 255

1,655 34

     無 形 固 定 資 産 165 59,288

     投資その他の資産 4,549

3,686

330

89  株   主   資   本 7,821

47 　　　資　　　 本 　　　金 7,000

591 　　　資　本　剰　余　金 177

△ 196 177

　　　利　益　剰　余　金 644

     　その他利益剰余金 644

2,500

△ 1,855

 評価・換算差額等 187

その他有価証券評価差額金 187

8,009

資 本 準 備 金

破産債権､更生債権等

純　　資　　産　　の　　部
投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

機 械 ・ 運 搬 具

そ の 他

未 収 入 金

役員退職慰労引当金

建 物 ・ 構 築 物

完成工事補償引当金

工 事 損 失 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

受 取 手 形

完成工事未収入金

未 払 費 用販 売 用 不 動 産

未 払 金有 価 証 券

貸     借     対     照     表
〔平成 20年12月31日現在〕

資      産      の      部 負      債      の      部

未 成 工 事 支 出 金

支 払 手 形

工 事 未 払 金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

現 金 預 金

未 成 工 事 受 入 金

67,297

預 り 金そ の 他

土 地

工 具 器 具 ・ 備 品

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

    　負  債  合  計

貸  倒  引  当  金

資    産    合    計 負 債 純 資 産 合 計67,297

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸  倒  引  当  金

    　純 資 産 合 計

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金
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 （単位：百万円）

78,845

143 78,988

75,525

132 75,657

3,320

10 3,331

4,972

1,641

278

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金

損 　　益 　　計 　　算 　　書

自 平成 20年 1月 1日
至 平成 20年12月31日

売 上 高

完 成 工 事 高

不 動 産 売 上 高

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価

不 動 産 売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 損 失

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

完 成 工 事 総 利 益

不 動 産 売 上 総 利 益
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60

46 386

75

26 102

1,358

461

134

59 656

2,014

80 80

2,094

営 業 外 費 用

そ の 他

収 入 地 代 家 賃

税 引 前 当 期 純 損 失

法人税、住民税及び事業税

当 期 純 損 失

そ の 他

投 資 有 価 証 券 評 価 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

支 払 利 息

特 別 損 失

そ の 他

経 常 損 失
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１. 重要な会計方針

(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）によっている。

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっている。

その他有価証券

時価のあるものは期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないものは移動平均法による原価法によっている。

棚卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産及び不動産事業支出金

個別法に基づく原価法によっている。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げ方法により算定）

未成工事支出金

個別法に基づく原価法によっている。

個　　　　別　　　　注　　　　記　　　　表

自 平成 20年 1月 1日

至 平成 20年12月31日
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材料及び貯蔵品

移動平均法に基づく原価法によっている。（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げ方法により算定）

(2) 固定資産の償却方法

有形固定資産

定率法によっている。（ただし、平成10年4月1日以降取得の建物（建物附属設備を

除く）については定額法によっている。）

また、取得価額10万円以上20万円未満の資産については3年均等償却によってい

る。

（追加情報）

当事業年度から、平成19年3月31日以前に取得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から5年間で均等償却する方法によっている。

これにより、営業損失、経常損失及び税引前当期純損失は、それぞれ38百万円

増加している。

無形固定資産

定額法によっている。（ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法によっている。）

(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権は過去の実績繰入率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を考慮し、回収不能見込額を計上

している。
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完成工事補償引当金

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当期末に至る１年間の完成工事高

に対し、過去３ケ年の実績率による算定額を計上している。

工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当期末における未引渡工事の損失見

込額を計上している。

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産見

込額に基づき計上している。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務年数

以内の一定の年数（10年）による定率法により翌期から費用処理または費用の減額

処理をすることとしている。

過去勤務債務の償却は、定額法（３年）により費用処理または費用の減額処理をす

ることとしている。

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上している。

(4) 収益及び費用の計上基準

完成工事高の計上基準

長期大型（工期１年超、請負金額10億円以上）の工事に係る収益の計上について

事進行基 事 事 成基 適
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は、工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用している。

(5) 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法

税抜き方式によっている。

(6) その他貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表作成のための基

本となる重要な事項

リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

２. 貸借対照表関係

(1) 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をすることとして

いる。

なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、当期末残高

に含まれている。

受取手形 百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

(3) 担保に供している資産及び担保付債務

① 担保に供している資産の内容及びその金額

有価証券 45 百万円

DCM船（機械・運搬具） 300 百万円

② 担保に係る債務の金額

未払金 百万円

(4) 保証債務、手形遡及債務、重要な係争事件に係る損害賠償義務等の内容及び金額

該当なし

(5) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

金銭債権 百万円

金銭債務 百万円1,917

161

7,349

7

3,933
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(6) 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権及び金

銭債務

該当なし

(7) 親会社株式の各表示区分別の金額

該当なし

３. 損益計算書関係

(1) 工事進行基準による完成工事高 百万円

(2) 「売上高」のうち関係会社に対する部分 百万円

(3) 「売上原価」のうち関係会社からの仕入高 百万円

(4) 関係会社との営業取引以外の取引高 百万円

(5) 減損損失

該当なし

４． 株主資本等変動計算書関係

(1) 事業年度末日における発行済株式の種類及び数

普通株式 18 百万株

(2) 事業年度末日における自己株式の種類及び数

該当なし

(3) 事業年度中に行った剰余金の配当

該当なし

事業 度 行 余金

35,972

15,363

2,338

204
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(4) 事業年度の末日後に行う剰余金の配当

該当なし

(5) 事業年度末において発行している新株予約権の目的となる株式の種類及び数

該当なし

５． 税効果会計

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因

損金算入限度額超過等

退職給付引当金 百万円

進行基準欠損額 百万円

有形固定資産評価損 百万円

棚卸資産評価損 百万円

工事損失引当金 百万円

その他 百万円

繰越欠損金 百万円

繰延税金資産小計 百万円

評価性引当額 百万円

繰延税金資産合計 百万円

(2) 繰延税金負債の発生の主な原因

その他有価証券評価差額金 百万円

繰延税金負債合計 百万円

６． リースにより使用する固定資産

(1) 当事業年度の末日における取得原価相当額 百万円

(2) 当事業年度の末日における減価償却累計額相当額 百万円

(3) 当事業年度の末日における未経過リース料相当額 百万円

246

3,816

24

340

283

266

520

128

128

43

1,445

6,918

△ 6,918

19

－
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７． 関連当事者との取引

(1) 親会社及び法人主要株主等

3,118

658

1,312

2,644

上記金額のうち、取引金額及び未成工事受入金には消費税等が含まれておらず、完

成工事未収入金、未収入金及び工事未払金には消費税等が含まれている。

取引条件及び取引条件の決定方針

建設工事の請負については、市場価格、総原価を勘案して、各取引毎交渉の上、

一般的取引条件と同様に決定している。

(2) 子会社及び関連会社等

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目

余剰資金受
入

37,450

(注)

属性
会社等
の名称

議決権の
所有(被所
有)割合

期末残高
（百万円）

関係内容

属性
会社等
の名称

期末残高
（百万円）

親会社
建設工事
の請負

建設工事の
請負(完成工
事高)

関係内容 取引の内容 科目

完成工事未収入金

未収入金

未成工事受入金

工事未払金

㈱竹中
　工務店

議決権の
所有(被所
有)割合

被所有
直接 100%

取引金額
（百万円）

15,350
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上記金額のうち、工事未払金には消費税等が含まれている。

取引条件及び取引条件の決定方針

建設工事の発注については、数社からの見積りの提示により発注価格を決定してい

る。支払条件についても、一般的取引条件と同様に決定している。

余剰資金の受入に伴う利息については、市場金利を考慮して利率を合理的に決定

している。

８． 一株当たり情報

(1) 一株当たり純資産額 　444.94 円

(2) 一株当たり当期純損失 116.34 円

９． 重要な後発事象

該当なし

517工事未払金

(注)

入
37,450

余剰資金受
入に伴う支
払利息

11

子会社
㈱竹中
　道路

所有
直接 100%

建設工事
の発注
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